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建設業の人材確保に係る取組について

資料５



２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム ・ 実 施 主 体 ・ 事 業 実 績

１ 事 業 の 目 的

建設事業主等に対する助成金

令和７年度当初予算案 69億円（72億円）※（）内は前年度当初予算額

職業安定局 雇用開発企画課 建設・港湾対策室

建設業においては、技能者のうち60歳以上の割合が約4分の1を占める一方、29歳以下は全体の約12％となっており、若年労働者等の確保・育成、技
能継承が極めて重要な課題となっている。本助成金では、建設労働者雇用改善法第９条に基づき、建設事業主等に支援を行うことで、建設労働者の雇用
の改善、能力の開発及び向上、雇用の安定を促進することを目的とする。

トライアル雇用助成金

◆ 若年・女性建設労働者トライアルコース
職業経験の不足などから就職に不安のある若年者（35歳未満）や女性を対象として、試行雇用を行っ
た場合に支給されるトライアル雇用助成金（一般・障害者トライアルコース）に上乗せ助成。

人材確保等支援助成金

◆ 若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）
魅力ある職場づくりにつながる取組や広域的な職業訓練の推進活動を実施した場合に助成。

助成率等助成区分

中小建設事業主：60％
経費助成

中小建設事業主以外：45％ 等（※１）

◆ 建設キャリアアップシステム等活用促進コース【新規】
建設キャリアアップシステム（CCUS）等を活用した雇用管理改善を目的とし、以下の場合に助成。
＜雇用管理改善促進事業＞ 中小建設事業主が、昇格評定を受けた技能者の賃金を５％以上増加
＜普及促進事業＞ 建設事業主団体が普及促進に向けた事業を実施

助成額・率等助成区分事業名

中小建設事業主：16万円/人年経費助成雇用管理改善促進事業

中小建設事業主団体：66.7％
経費助成普及促進事業

中小建設事業主団体以外：50％

◆ 作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）
建設現場の女性専用トイレ・更衣室を整備した場合や作業員宿舎等を確保（石川県）した場合に助成。

助成率助成区分

60％経費助成 等（※１）

人材開発支援助成金

◆ 建設労働者認定訓練コース

能開法による認定職業訓練または指導員訓練のうち、建設関連の訓練を実施した場合に助成。

賃金向上助成・資格等手当助成
（上乗せ支給）

生産性向上助成
（上乗せ支給）（※２）

助成率・額助成区分

－－16.7％経費助成

1,000円/人日1,000円/人日3,800円/人日賃金助成

◆ 建設労働者技能実習コース

若年者等の育成と熟練技能の維持・向上を図るため、キャリアに応じた技能実習を実施した場合に助成。

賃金向上助成
・資格等手当助成
（上乗せ支給）

生産性向上助成
（上乗せ支給）

（※２）

助成率・額等助成区分

15％15％中小建設事業主（20人以下）：75％

経費助成 15％15％

中小建設事業主（21人以上）
35歳未満：70％

中小建設事業主（21人以上）
35歳以上：45％

15％15％中小以外の建設事業主（女性労働者の
み支給対象）：60％

2,000円/人日2,000円/人日中小建設事業主（20人以下）：
8,550円/人日 （※３）

賃金助成

1,750円/人日1,750円/人日中小建設事業主（21人以上）：
7,600円/人日 （※３） 等

○実施主体・スキーム：労働局（助成金の支給）→ 建設事業主等（助成対象の取組を実施）
○令和５年度支給実績（３助成金の合計）： 5,984,684千円（128,297件）

対象者１人あたり４万円/月（最大３か月）助成額

※２ 令和４年度までの支給要領に基づき、当該コースの助成金を受給した建設事業主を対象とした経過措置。
※３ CCUS技能者情報登録者の場合は、賃金助成額（上乗せ支給分は除く）を1.1倍にして助成（令和７年度まで）。

※１ 上記の通常の助成率に加え、生産性向上助成及び賃金向上助成の上乗せ支給も実施。
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３ 実 施 主 体 等２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

建設業若年者理解・定着促進事業（「つなぐ化」）の実施
職業安定局 雇用開発企画課 建設・港湾対策室

■ 委託事業により実施

■ KPI（事業目標）
・ 実施回数 141回以上
・ 生徒等に対する事業参加の
前後のアンケート調査において、
就職先として建設業に関心を
持った人数の増加した割合
46%以上

厚 生 労 働 省

受 託 事 業 者

委託

建 設 企 業 ・ 団 体高 等 学 校 等
生徒・先生・保護者 つながる機会の創出

若年者の建設業に対する理解や定着促進を図るため、高等学校等の生徒・先生・保護者と建設業界（建設企
業・団体）がつながる機会をつくるとともに、取組事例の周知広報を図る。【全国で141回実施】

地域の建設企業・団体が、学
校を訪問し、建設業の現状や
魅力を紹介する取組

生徒や先生が、工事現場を見
学し、建設業で働く人たちの
就労環境を把握する取組

建設業の仕事やその魅力、実
際の就労環境などについて意
見交換を行う取組

■ R5事業実績（実施回数）

出前授業 68回

現場見学会 53回
意見交換会 1回
インターンシップ 26回

計 148回

マッチング・機会提供

令和７年度当初予算案 29百万円（28百万円）※（）内は前年度当初予算額

○ 建設業においては、他産業と比べ
高齢化が進行している中、新規高校
卒就職者の就職後３年以内の離職率
は常に全産業平均、製造業を上回っ
ている。

○ 離職の背景には、就職先を決定す
る過程において知りたい情報を十分
に受けられていないことが挙げられ
ているため、本事業では、若年者と
建設業界がつながる機会を提供する
ことで、若年者の建設業に対する理
解を深め、職場定着を促進すること
を目的とする。

若年者の建設業での定着促進

１ 事 業 の 目 的

出前授業 現場見学会 意見交換会

離職率（％） 就職者数（万人）
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＜新規高校卒就職者と３年以内離職率の推移＞

＜文部科学省「学校基本調査」＞
※ 就職後3年以内の離職状況は、厚生労働省人材開発統括官とりまとめ
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